
令和２年８月
総務省統計局国勢統計課

令和２年国勢調査



国勢調査の基本的役割

国家運営

社会経済 公的統計

情報基盤
（国民共有）

法定人口（各種法令に基づく利用）

●衆議院議員選挙区画定審議会設置法
●地方自治法
●地方交付税法
●政党助成法
●公職選挙法
のほか、都市計画法施行令、農村地域工業等導入
促進法施行令、災害対策基本法施行令、交通安全
対策特別交付金等に関する政令、低開発地域工業
開発促進法施行令、特定農山村地域における農林
業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法
律施行令、地方揮発油譲与税法施行規則
など 多数の法律で基準人口として利用

大学・シンクタンク等の研究分析

●人口学、社会学、経済学等での利用
●社会経済の現状分析
●災害被害等のシミュレーション
など 多数の学術研究、分析など
で利用

●労働力調査
●住宅・土地統計調査
●全国家計構造調査
など 政府が行う標本統計調査
の抽出フレームとして利用

標本統計調査の母集団情報

推計用基準人口

国・地方自治体の施策の基礎資料

●少子・高齢化対策、医療・福祉
●産業振興、雇用対策
●防災政策、災害復興計画、被害予測
●国土開発、都市計画
など 各府省、都道府県、市町村における各種の政策・行政施策
の基礎資料として幅広く活用

●国民経済計算
●推計人口、将来人口推計

●完全生命表
など 各種の統計作成を行うため
の基準人口として利用

経営分析・予測

●製品・サービスの需要予測
●店舗・工場の立地計画
●エリアマーケティング
など 各種業界の経営戦略、市場
分析等に幅広く活用

国勢調査：５年に一度 日本に住む全ての人を対象に行う我が国最大・唯一の国民全数調査
公的統計の中でも最も中核的な基幹統計調査で国民共有の情報基盤を形成
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国勢調査の活用例
全数調査である国勢調査からは各種属性別の地理的人口分布が把握でき、都市計画、避難所の設
置や食料備蓄等の防災計画のほか、公共施設、店舗・工場の立地計画などで幅広く活用される。

出典）平成27年国勢調査125m地域メッシュ統計（統計情報研究開発センター）

20歳以上人口
（新宿区）

65歳以上人口15歳未満人口

出典）平成27年国勢調査基準地域メッシュ統計

人口総数
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令和２年国勢調査の概要

調査書類
の配布
（7日間）

調査員回収
（15日間）

郵送回収
（7日間）

オンライン回収【インターネット回答】
（24日間）

10/710/19/14 10/15 10/20

督促・
聞き取り調査
（5日間）

提出期限 最終期限未提出回収期限調査期日訪問開始

回答確認
リーフレット
（全世帯配布）

督促状
（未提出世帯配布）

未提出世帯の
調査員への伝達

調査期日 令和２年（2020年）10月１日（木）午前零時現在
調査対象 令和２年（2020年）10月１日現在、我が国に常住するすべての人（回答義務有り）

外国政府の外交使節団・領事機関の構成員等及び外国軍隊の軍人・軍属並びにこれらの家族を除く
調査項目 ＜世帯員に関する事項＞男女の別、出生の年月、就業状態 など

＜世帯に関する事項＞ 世帯員の数、住居の種類、住宅の建て方 など

調査の流れ

調査の方法 調査員が全世帯を訪問し、面接の上で調査票等の調査書類一式を配布
調査票の回収は オンライン（インターネット回答）、郵送、調査員

総務省 都道府県 市区町村 指導員 調査員 世帯
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新型コロナウイルス感染症の影響
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今般の新型コロナウイルス感染症は、国勢調査についても多くの市区町村において影響を受け、
特に調査員の募集活動が停滞・低迷
※新型コロナウイルス感染症の国内流行及び緊急事態宣言の発出により、全国で外出自粛が要請され、調査員

募集の主たる依頼先である自治会・町内会では、住民を集めた会合開催などによる募集活動が行えない事態
が全国各地で発生

28%

28%

33%

11% ７割以上

４～６割

３割以下

把握できて
いない

調査員確保状況（６月下旬現在）

自治会・町内会などの調査員募集活動に より多くの時間を確保
するため、都道府県から国への調査員名簿の提出期限を約３週
間延期
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■調査書類の配布期間の延長
９月14日から20日までの７日間としている調査書類の配布期間
について、弾力的に運用し、配布期間を９月14日から30日まで
の最大17日間に拡大

■不在世帯に対する再訪問回数の緩和
世帯が不在だった場合に必要とする再訪問の回数（３回）を、
調査員の受け持ち調査区数等に応じて緩和

■調査期間（調査票の回収期間）の延長
10月20日までとしている調査期間（調査票の回収期間）を、一
部の地域について、11月20日まで１か月延長

■審査期間の延長
世帯が回答した調査票は、調査期間終了後、市区町村において
審査を行うが、統計の品質維持及び市区町村の事務負担軽減を
図るため、審査期間を最大２か月延長

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を踏まえた見直し
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※ 令和２年調査では、廃止・他集計区分への振り分けにより集計しない
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参
考
】
平
成
27
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査

速報集計について、
調査期間及び審査期間の延長、
要計表の提出期限の変更に伴い、
４か月の延期

確報集計（確定人口）
については、
２か月の延期

公表スケジュール（変更）

最終公表は、
H27調査と
同時期
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非接触の調査方法の導入

調査書類の配布 調査票の回収

新型コロナウイルス感染症の発生・感染拡大を防止するため、都市部を中心に、世帯と調査員が
対面しない非接触の調査方法（調査書類の配付や調査票の回収）を地域の実情に応じて導入

※調査員の事務の簡略化にもつながる

インターネット回答の積極的な活用を推進するとと
もに、インターネット回答が難しい場合は調査員と
接触しない郵送提出を広報啓発活動を通じて依頼

できる限り調査員と世帯の接触を避けていた
だくよう広報啓発活動を展開

本来は、世帯の方と面接・説明の上、調査回答を依頼
するとともに、調査書類を配布

説明はインターホン越しに短く行い、郵便受け等を
使って、世帯と面接せずに調査書類を配布
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平成27年国勢調査 調査票回収状況

インターネット 郵送
調査員

36.9％ 34.1％ 15.9％ 13.1％

29.0％

聞き取り

不在等の理由で調査票を回収できなかった世帯に対
象に、国勢調査令に基づき、調査員が「氏名」、
「男女の別」及び「世帯員の数」を近隣の者等から
聞き取って調査を実施
※調査員の負担を増大させるとともに、集計結果に「不詳」
（欠測値）を増やし、統計精度を低下させる要因
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13.1

8.8

4.4

1.7

2015年2010年2005年2000年

国勢調査の聞き取り率（％）の推移

※統計精度及び効率性の面で最も優れている ※統計精度は他の方法と比べて劣るものの、
調査員の事務軽減に貢献

新型コロナウイルス感染防止のためにも、
調査員回収（前回29.0％）を できる限り皆
無に近くなるように努力



かんたん便利なインターネット回答
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24時間いつでもかんたんに
３ステップで回答できます



47.0％

17.0％

9.0％

13.5％

5.5％

5.0％

24.0％

62.0％

24.5％

13.0％

11.0％
11.0％

21.5％

12.5％

問：国勢調査に関するご案内をする際、どのような方法でお知らせをすると、
目にする可能性が高そうですか。あてはまるものをお答えください。
（複数回答可）

前回国勢調査に回答していない者
（25歳～64歳）

効果的な周知方法（アンケート結果）

国や自治体

町内会・自治会

共同住宅内

友人・知人

家族・親族

その他

次回初めて国勢調査に回答する学生等
（18歳～24歳）

未回答者 初回答者

勤め先（アルバイ
ト先）・学校
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令和２年国勢調査の取組ポイント

インターネット回答率
（チャレンジ目標） 50 %

インターネット回答の積極的推進1

確実な実現を目指す管理目標（必達目標）を前回
調査実績を超える40%に設定しつつ、より高い
成果を目指して50％のチャレンジ目標を設定

前回に続きオンライン調査を全国展開し、インターネット回答を積極的に推進

2 誰もが答えやすいバリアフリーな調査

インターネット回答の多言語化など、回答チャネルを多様化し、外国人や障害
者、高齢者の方々など全ての方の回答をサポートする多様な支援方策の充実

企業や団体の活動・サポートとのコラボレーション3
企業・団体の社会貢献活動などとも協働・連携し、外国人・若年層等の回答や
インターネット回答の促進、調査員活動のサポートを幅広く展開
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公共交通機関

スーパー・コンビニ・ドラッグストア

勤め先企業・職場

大学

テレビ・ラジオ 新聞・雑誌 ネット・SNS

購買・移動 通勤・通学

ポスター デジタルサイネージ

メディア広告（CM)

令和２年国勢調査の広報周知アプローチ
①メディアを使ったアプローチ

＋ ②生活空間からのアプローチ

※メディアミックスによる総合的な広報の実施

※企業や団体の活動・サポートとのコラボ
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企業・団体による国勢調査支援活動（例）

☞社内や独身寮等の施設において国勢調査のポスターを掲示するほか、イン
トラネット、電子メール、朝礼、社内放送等を通じて国勢調査の回答を励
行・促進する

☞インターネット回答を督励するとともに、（特に外国人の社員等に対し）
職場でインターネット回答を行うことを了解し、又は支援する

☞ビル又はフロアのエントランス等で国勢調査のポスター
を掲示し、又はリーフレットを頒布する

☞ビル又はフロアのエントランス等のデジタルサイネージ
やモニターで国勢調査の画像又は動画を表示する

☞店内等で、国勢調査の広告の掲示、画像・動画による周
知を行い、又は総務省が提供する音源を放送する

☞新型コロナウイルス感染症が終息していない中で調査書類の配布等に従事
する調査員に対して、訪問時にインターホン等で会話する機会があれば、
応援やねぎらいの声かけをする

調査回答
の促進

インターネット
回答の推進

調査員活動
の支援

各社のＣＳＲとして、社員・従業員又は顧客へ、国勢調査の実施の周知、
回答促進の活動をいただきたい
※ 動画、画像、ポスター、リーフレット、音源等の素材は総務省から提供します
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社会福祉施設での支援活動のお願い
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10月１日

10月１日で３か月以上入所されている方

10月１日で３か月以上入所見込みの方

９月30日以前に退所する方
10月１日で３か月以上入所か未定の方 ？

３か月未満

３か月未満

退所
▼

施設（入所先）で調査

自宅で調査

３か月以上の入所

３か月以上の入所見込み（予定）

自宅と入所先で重複した回答や調査漏れがないよう入所されている方やそのご家族に注意を呼びかけていただけると幸いです

☞社会福祉施設に３か月以上入所している人・３か月以上入所の見込みの人は、（自宅ではな
く）入所先の社会福祉施設で調査を行います。このため、重複や漏れがなく国勢調査を円滑・
確実に実施する上で、社会福祉施設の協力が不可欠です。

☞調査員が伺いましたら、
①対象者の人数（棟ごと）のご教示
②対象者への調査票の配布・回収 ※必要に応じて記入の補助をいただけると幸いです

の御協力をお願いします。

※施設等世帯として建物（棟）ごとに１世帯として調査を行います。
調査票はお一人お一人に１枚ずつ配布します。

※施設に配られる調査票には含めず、自宅に配られる調査票
に含めて回答します

※施設職員に調査員になっていただいている場合や
施設に調査を委託している場合もあります。



国勢調査の支援活動に積極的に取り組んでいただく企業や団体を「国勢調査サポーター企業・団
体」として、『国勢調査2020総合サイト』において御紹介しています。是非、ご参画ください。

※ご提供いただくバナーからは各企業・団体のトップページやＣＳＲのページなど、指定いただくＷｅｂサイト
にリンクします。

※国勢調査オンライン回答システム（約２千万世帯以上の利用見込み）でも サポーター企業の紹介ページを
案内します。

国勢調査サポーター企業・団体
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国勢調査 今後の予定

令和２年８月上旬～ ：総務省統計局より周知支援のお取組みを依頼する公文書ご送付

令和２年７月７日 ：「国勢調査2020総合サイト」全面公開（既存サイトをリニューアル）

令和２年９月上旬～ ：国勢調査周知支援のお取組み

令和２年９月14日 ：国勢調査開始（調査書類配布・インターネット回答スタート）

令和２年10月１日 ：調査期日

令和２年８月中旬～ ：広報素材のご提供

ＵＲＬ

https://www.kokusei2020.go.jp/index.html
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令和２年国勢調査
みなさまの御支援・御協力を
よろしくお願いします
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